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目的　日本の都市高齢者のボランティア活動とソーシャルサポートネットワークと，被援助志向性
の関連を明らかにすることを目的とした。既になんらかのボランティア活動を行っている高齢
者の分析を行うために，シニアボランティアポイント制度の登録者を対象とした。

方法　神奈川県横浜市の介護予防施策「よこはまシニアボランティアポイント制度」の登録者を対
象として，2017年10月～12月末日に郵送法による自記式のアンケート調査を行った。このうち，
分析に用いる変数に欠損がない1,024人を対象に分析を行った。被援助志向性を明らかにする
ために，被援助志向性を構成する 2つの因子「援助に対する欲求」と「援助に対する抵抗感」
それぞれについて， 2つの援助要請対象「身近な他者」と「公的な他者」に関する 4つの質問
項目に対し 5件法で尋ねた。これらの被援助志向性 4項目それぞれを従属変数とし，重回帰分
析を行った。

結果　①男性よりも女性が「身近な他者」からも「公的な他者」からも「援助に対する抵抗感」を
もっていること，②女性では「身近な他者」からの「援助に対する欲求」でボランティア活動
の頻度の影響が認められ，活動しているほどに欲求も高いこと，③男性では「身近な他者」か
らの「援助に対する抵抗感」にボランティア活動の影響が認められ，活動しているほどに抵抗
感が高いこと，④加えて受領可能と認識する情緒的サポートネットワークの種類が多いほどに
抵抗感も高くなることが示された。

結論　一般高齢者よりも援助志向の高いことが考えられるボランティアポイント制度登録者におい
ても被援助志向性に影響を与える要因は男女で異なることや，「援助をうけることへの欲求が
ある一方で，他者からの援助をうけることに抵抗を感じる」といった相反する感情が内在する
人の存在を明らかにした本研究は重要な知見を提示するものといえる。今後は，男女の違いや
相反する感情が内在する人の存在を前提にして支援策を検討することが求められる。

キーワード　援助行動，被援助志向性，ボランティア活動，都市高齢者

Ⅰ　は　じ　め　に

　諸外国に例をみないスピードで高齢化が進行
する日本において，高齢者の尊厳の保持と自立
生活の支援の目的のもとで，可能な限り住み慣
れた地域で，自分らしい暮らしを人生の最期ま

で続けることを可能にするために，地域の包括
的な支援・サービス提供体制「地域包括ケアシ
ステム」の推進が急がれている1）。このなかで
大きな問題となりつつあるのは，援助を必要と
する状況にあるにも関わらず支援者からの援助
を拒む高齢者の存在があり，ケアマネジャーの
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6 割が高齢者から援助拒否をされた経験を持っ
ているという研究2）も存在する。援助拒否は
「健康，生命および社会生活の維持に必要な，
個人衛生，住環境の衛生若しくは整備又は健康
行動を放任・放置すること」３）であるセルフ・
ネグレクトの問題と共に議論されることが増え
つつある。高齢者の援助拒否は当事者の抱える
生活上の課題を深刻にする可能性があり4），セ
ルフ・ネグレクトは孤立死との間で強い関連が
認められており5），援助拒否および援助要請行
動の生起について明らかにしていくことが求め
られている。
　援助要請行動の生起は，援助を受けるかどう
かの決定の前段階にある「援助者に援助を求め
るかどうかについての認知的枠組み」6）である
被援助志向性が関連すると考えられる。被援助
志向性について欧米ではPhilips7）やFischerら8）

にはじまり，その後の研究では性別や年齢，教
育レベルや収入，自尊心や自己開示といった
パーソナリティに加え，ソーシャルサポートの
多寡や援助要請先の選好といった対人ネット
ワークの影響についての分析が行われている6）。
近年では日本国内でも，課題を抱える育児中の
母親9），学生10）や教師11）へのカウンセリングを
扱った研究として一定の知見が積み上げられて
いる。しかし先に挙げた既存研究9）-11）のように
特定の課題に限定するのではなく，日常生活に
おける被援助志向性を検討した研究は少ない。
特に高齢者を対象にした研究が国内でほとんど
みられないなかで，高橋ら12）13）は田村ら11）が教
師向けに開発した尺度を用いて都市部の高齢者
の被援助志向性を検討している。この結果，男
性よりも女性で被援助志向性が高いこと，支援
の必要が生じた際に援助要請を行う対象として
男性は家族・親戚を選択せずに行政を選好的に
選択すること，被援助志向性の低い群は行政を
援助要請先として選好的に選択することを明ら
かにしている。
　また，援助行動後の援助者の心理的反応，援
助行動や被援助行動に対する態度や動機づけの
変化を検討した量的研究では，「健康を気遣っ
ての電話」や「代わりの荷物持ち」といった過

去の援助行動や被援助行動の経験が将来のそれ
らの行動を規定すること14），経験したことで援
助行動が犠牲を伴うばかりの行動ではないとい
う認知が援助要請や援助受容の促進に結び付く
こと15）を示している。質的研究16）でも，自治会
役員や民生委員として互助的な関係性を構築し
てきた経験が肯定的な被援助志向性を形成する
要因となり得るなど，同様の傾向がみられてい
る。
　高齢者が日常生活で何らかの援助行動を継続
することができれば，肯定的な被援助志向性を
形成し，援助拒否やセルフ・ネグレクトを抑止
することが考えられる。しかし，既存研究14）16）

では，援助行動の内容や活動状況による違いを
量的に分析していない。本研究ではソーシャル
サポートに加え，代表的な援助行動の 1つであ
るボランティア活動の活動状況に着目し，都市
部の高齢者の被援助志向性との関連を明らかに
することを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　調査の対象と方法
　本研究では介護予防効果の検証を目的に行わ
れた「地域での活動と健康に関する調査」のう
ち，神奈川県横浜市の介護予防事業「よこはま
シニアボランティアポイント制度」登録者に実
施したアンケート調査データを用いて分析を行
う。当該事業は，厚生労働省が高齢者の介護予
防の取り組みとして市町村が実施することを認
可した有償ボランティア制度で，同市では2009
年より取り組みを進め，2016年（11月末）の登
録者数は14,719人となっている。
　2017年10月～12月末日に，2012年度に年間10
回以上の活動実績のある全数1,900人を対象と
したベースライン調査（2013年10月～11月末
日）において有効回答し，2017年 8 月時点で死
亡，転居していない1,680人に，郵送法による
自記式のアンケート調査を行った。この結果，
回答総数は1,486人，本人以外が回答した18人
（本人による回答としているものの性別などが
調査対象と一致しない 7人を含む），回答拒否
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の 5人を除いた有効回答数は
1,463人であった（有効回収
率87.1％）。本研究では，分
析に用いるすべての変数に欠
損がない1,024人を分析対象
とした（表 1）。
　本研究においては，調査実
施から成果公表にいたるまで
共同研究の提携を結ぶ横浜市
から個人情報を削除したかた
ちで提供されたデータを分析
した。なお，本研究は，一般
財団法人長寿社会開発セン
ター研究倫理審査委員会の承
認をうけて実施した（2017年，
承認番号 2016001）。

（ 2）　調査の内容
　被援助志向性を明らかにす
るために，高齢者の日常生活
における被援助志向性を測定
することに特化した尺度として開発された高齢
者用被援助志向性尺度17）に基づき設問を設定し
た。具体的には被援助志向性を構成する 2つの
因子「援助に対する欲求」と「援助に対する抵
抗感」それぞれについて， 2つの援助要請対象
「身近な他者」と「公的な他者」に関する 4つ
の質問項目に対し 5件法（あてはまる／ややあ
てはまる／どちらでもない／あまりあてはまら
ない／あてはまらない）で尋ねた。
　さらに，被援助志向性に影響を及ぼすことが
指摘されているソーシャルサポートについては，
情緒的サポートネットワークと手段的サポート
ネットワークの種類の数を尋ねた。具体的には，
情緒的サポート「心配ごとや愚痴を聞いてくれ
る」（受領可能性）と「心配ごとや愚痴を聞い
てあげる」（提供可能性），手段的サポート「病
気で数日間寝込んだときに，看病や世話をして
くれる」（受領可能性）と「病気で数日間寝込
んだときに，看病や世話をしてあげる」（提供
可能性）について，「配偶者」「同居の子ども」
「別居の子どもや親せき」「近隣の人」「友人」

「職場・同僚の人」「その他」それぞれで該当
する人の有無を尋ねた。加えて，既存研究で指
摘されている援助行動経験と被援助行動の関連
性に着目し，よこはシニアボランティアポイン
トで行う活動の頻度18）（週に 4 ～ 5日以上／週
に 2～ ３日程度／週に 1日程度／月に 2日程度
／月に 1日程度／年に数回程度／現在は活動し
ていない）を尋ねた。その他に，性，年齢，主
観的健康感，配偶者の有無，子どもの有無，世
帯収入を用いた。これらの変数間に強い相関
（Spearmanの順位相関係数0.5以上）は認めら
れなかった。

（ 3）　分析方法
　最初に，情緒的サポートネットワーク（以下，
情緒的SN）の受領可能性と提供可能性，手段
的サポートネットワーク（以下，手段的SN）
の受領可能性と提供可能性についてそれぞれの
種類の数，年間のボランティア活動の頻度（年
間234日／130日／52日／24日／12日／ 6日／ 0
日に変換）（以下，ボランティア活動の頻度）

表 1　�対象者の特性，サポートネットワークとボランティア活動の頻度および被援助
志向性

合計
（％）

男性
（ｎ＝242）
（％）

女性
（ｎ＝782）
（％）

ｔ値
有意性

年齢±標準偏差（歳） 76.3±4.2 77.2±3.9 75.9±4.3
主観的健康感
　とてもよい 31.10 32.60 30.60
　ややよい 54.80 50.40 56.10
　あまりよくない 11.50 12.80 11.10
　よくない  2.60  4.10  2.20
配偶者の有無
　いる 67.10 93.00 59.10
　いない 32.90  7.00 40.90
子どもの有無
　いる 92.80 93.00 92.70
　いない  7.20  7.00  7.30
世帯収入
　400万円未満 60.10 64.50 58.70
　400万円以上 39.90 35.50 41.30
情緒的SN（受領可能性）の種類の数±標準偏差 2.6±1.3 2.2±1.2 2.7±1.3 -5.11*
情緒的SN（提供可能性）の種類の数±標準偏差 2.5±1.4 2.2±1.3 2.6±1.3 -4.34*
手段的SN（受領可能性）の種類の数±標準偏差 1.7±0.9 1.6±0.8 1.8±1.0 -3.55*
手段的SN（提供可能性）の種類の数±標準偏差 1.9±1.1 1.6±1.0 2.0±1.2 -4.11*
ボランティア活動の頻度±標準偏差 54.8±52.7 62.0±59.4 52.5±50.3  2.45**
身近な他者からの援助に対する欲求±標準偏差 3.9±1.0 3.8±1.0 3.9±1.0 -1.29
公的な他者からの援助に対する欲求±標準偏差 3.7±1.0 3.6±1.0 3.8±1.0 -1.85
身近な他者からの援助に対する抵抗感±標準偏差 2.9±1.0 2.7±0.9 2.9±1.0 -2.60*
公的な他者からの援助に対する抵抗感±標準偏差 2.7±1.0 2.6±0.9 2.8±1.1 -3.02**
注�　SN：サポートネットワーク，ボランティア活動の頻度： 1年間の活動日数，* p ＜0.05，
** p ＜0.01
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について，男女別に概観する。次に，被援助志
向性とサポートネットワーク，ボランティア活
動の頻度との関連を，年齢，主観的健康感，配
偶者の有無，子どもの有無，世帯収入の変数を
統制したうえで検討するために，被援助志向性
を測定する 4項目を従属変数とする重回帰分析
を行う。被援助志向性は男女で異なる傾向のあ
ることが指摘12）13）17）されていることから，本研
究では分析を男女別に行う。これらの分析結果
で有意傾向（ｐ＜0.10）にあったものを，結果
と考察で言及する。
　分析にはIBM�SPSS�Statistics�Version21を用
いた。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　サポートネットワークとボランティア活
動の頻度の単純集計

　サポートネットワーク（受領可能性）の種類
の数を尋ねた結果，情緒的SN，手段的SNとも
に男性よりも女性が多くの種類を挙げていた
（「情緒的SN（受領可能性）」 t ＝-5.11， p ＜
0.05，「手段的SN」 t ＝-3.55， p ＜0.05）（表
1）。サポートネットワーク（提供可能性）に
ついても同様であった（「情緒的SN（提供可能
性）」 t ＝-4.34， p ＜0.05，「手段的SN」 t ＝
-4.11， p ＜0.05）。また，ボランティア活動の

表 2　男女別の「被援助志向性」を従属変数とした重回帰分析の結果
他者からの援助に対する欲求

身近な他者 公的な他者

男性 女性 男性 女性
非標準化
係数 標準誤差有意性非標準化係数 標準誤差有意性非標準化係数 標準誤差有意性非標準化係数 標準誤差有意性

情緒的SN（受領可能性）の種類の数 0.138 0.075 0.070 0.047 0.026 0.075 0.083 0.046
情緒的SN（提供可能性）の種類の数 -0.014 0.072 0.022 0.043 0.008 0.071 -0.010 0.043
手段的SN（受領可能性）の種類の数 -0.082 0.107 -0.011 0.055 0.039 0.106 -0.050 0.055
手段的SN（提供可能性）の種類の数 0.051 0.093 -0.034 0.048 0.135 0.093 -0.036 0.048
ボランティア活動の頻度 -0.001 0.001 0.001 0.001 ＋ 0.000 0.001 0.001 0.001
年齢 0.047 0.017 ** 0.027 0.009 ** 0.018 0.017 0.030 0.009 **
主観的健康感 -0.094 0.092 -0.118 0.055 * -0.054 0.092 -0.058 0.055
配偶者の有無（基準：いない） -0.496 0.277 0.170 0.086 * -0.182 0.277 0.144 0.086
子どもの有無（基準：いない） 0.177 0.268 0.033 0.146 -0.566 0.267 * -0.136 0.145
世帯収入400万円以上
（基準：400万円未満）

-0.104 0.144 0.017 0.078 -0.100 0.143 -0.024 0.078

定数 0.646 1.420 1.794 0.770 2.808 1.417 1.637 0.765
自由度調整済R2 0.038 0.021 0.009 0.015

他者からの援助に対する抵抗感

身近な他者 公的な他者

男性 女性 男性 女性
非標準化
係数 標準誤差有意性非標準化係数 標準誤差有意性非標準化係数 標準誤差有意性非標準化係数 標準誤差有意性

情緒的SN（受領可能性）の種類の数 0.177 0.068 * -0.100 0.046 * 0.152 0.072 * -0.090 0.047 ＋
情緒的SN（提供可能性）の種類の数 -0.177 0.064 ** 0.028 0.042 -0.086 0.069 -0.006 0.043
手段的SN（受領可能性）の種類の数 -0.015 0.096 0.058 0.055 0.011 0.102 0.029 0.056
手段的SN（提供可能性）の種類の数 0.101 0.084 -0.048 0.047 -0.032 0.089 0.008 0.048
ボランティア活動の頻度 0.002 0.001 ＋ 0.002 0.001 * 0.002 0.001 0.001 0.001 ＋
年齢 0.047 0.016 ** 0.033 0.009 ** 0.041 0.017 * 0.030 0.009 *
主観的健康感 -0.109 0.083 0.006 0.055 -0.057 0.088 -0.019 0.055
配偶者の有無（基準：いない） 0.109 0.250 -0.034 0.085 0.059 0.265 0.008 0.087
子どもの有無（基準：いない） 0.254 0.241 0.253 0.144 0.016 0.256 0.219 0.147
世帯収入400万円以上
（基準：400万円未満）

-0.174 0.129 -0.064 0.077 -0.012 0.137 -0.043 0.079

定数 -1.067 1.279 0.289 0.761 -0.712 1.358 0.476 0.775
自由度調整済R2 0.069 0.036 0.011 0.021

注　SN：サポートネットワーク，ボランティア活動の頻度： 1年間の活動日数，＋ p＜0.10，* p ＜0.05，** p ＜0.01　　
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頻度では，女性よりも男性で高かった（ t ＝
2.45， p ＜0.01）。

（ 2）　被援助志向性についての重回帰分析
　被援助志向性に関する 4項目について 5件法
で尋ねた結果を表 1に示す。「援助に対する欲
求」に関する 2項目については，男女で統計的
に有意な差は認められなかった。一方で「援助
に対する抵抗感」に関する 2項目については，
男性よりも女性で抵抗感が高かった（「身近な
他者」 t＝-2.60， p＜0.05，「公的な他者」 t＝
-3.02， p ＜0.01）。
　次に，被援助志向性に関する 4項目を従属変
数として重回帰分析を行った（表 2）。「身近な
他者からの援助に対する欲求」については，男
性では高齢の人で欲求が高かった。女性では，
男性と同様に高齢の人に加え，主観的健康感の
低い人，配偶者のいる人，ボランティア活動の
頻度が高い人で欲求が高かった。「公的な他者
からの援助に対する欲求」については，男性で
は子どもがいる人で欲求が低かった。女性では
高齢の人で欲求が高かった。
　「援助に対する抵抗感」のうち「身近な他者
からの援助に対する抵抗感」については，男性
では高齢の人に加え，ボランティア活動の頻度
が高い人で抵抗感が高かった。加えて，情緒的
SN（受領可能性）の種類の多い人の抵抗感が
高く，情緒的SN（提供可能性）の種類の多い
人の抵抗感が低かった。女性では男性と同様に，
高齢の人，ボランティア活動の頻度が高い人で
抵抗感が高かった。加えて，情緒的SN（受領
可能性）の種類の多い人の抵抗感が低かった。
「公的な他者からの援助に対する抵抗感」につ
いては，男性では高齢の人で抵抗感が高かった。
加えて，情緒的SN（受領可能性）の種類の多
い人の抵抗感が高かった。女性では，高齢の人，
ボランティア活動の頻度が高い人で抵抗感が高
かった。加えて，情緒的SN（受領可能性）の
種類の多い人の抵抗感が低かった。

Ⅳ　考　　　察

　日常生活場面における被援助志向性を構成す
る「援助に対する欲求」と「援助に対する抵抗
感」 2側面について男女の得点を比較した。こ
の結果，差がみられたのは「援助に対する抵抗
感」のみで，男性よりも女性が「身近な他者」
からも「公的な他者」からも援助に対しても抵
抗感をもっていることが示された。本研究と同
じ尺度を用いた調査17）では，女性よりも男性の
「援助に対する抵抗感」の高いことが示唆され
ており，真逆の結果といえる。男性が女性より
も被援助志向性が低い要因として，「男たるも
の，他人に頼らず自力で困難を克服しなければ
ならない」という伝統的性役割の影響が挙げら
れている19）。しかし本研究では，抵抗感につい
ては男性の被援助志向性の高いことが示された。
これは公的機関（行政）からポイントという形
でボランティア活動の還元を受け，男性の場合
は参加経路がケアプラザなどの専門員からの声
掛けも大きいという本研究対象者の特徴による
ことが考えられる。言い換えれば，シニアボラ
ンティアポイントの参加者は行政への関与度が
高く，その経験があることによって被援助志向
性も高くなっているとも解釈できる。
　次に，男女に分けて，人口統計学的属性との
関連を分析した。結果，男性と女性で異なる傾
向が認められた。女性については「援助に対す
る欲求」と「援助に対する抵抗感」の両側面に
対して年齢が有意な影響を与えていることが示
された。このことは出生コーホートによる援助
に対する考え方の違い，または加齢に伴い感じ
る現在や将来への不安から「援助をうけること
への欲求がある一方で，他者からの援助をうけ
ることに抵抗を感じる」といった相反する感情
が内在することによるものと考えられる。これ
に加え，「身近な他者からの援助に対する欲
求」については，主観的健康感と配偶者の有無
が有意な影響を与えていた。女性の場合は，健
康でないと感じるに伴い身近な他者への希望が
生起されることが考えられた。また，子育て中
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の母親は配偶者と同居している場合のほうが援
助要請行動も多いという既存研究20）からも，身
近な援助者としての配偶者の存在が欲求を高め
ていることが想定された。一方，男性では「身
近な他者」に関しては女性と同様に年齢の有意
な影響が認められた。「公的な他者」に関して
は「援助に対する抵抗感」について年齢の影響
が認められたが，「援助に対する欲求」につい
ては認められなかった。「公的な他者からの援
助に対する欲求」については，子どもの有無で
のみ有意な影響が認められた。公的な他者に援
助を求めるような課題に対して選択されるのは
配偶者ではなく子どもであることが想定され，
それを反映して，子どもの存在が公的な他者へ
の欲求を低くすることが考えられた。さらに本
研究では既存研究17）で被援助志向性に影響を与
えることが指摘されている経済状況，世帯収入
の影響がみられなかった。これは大都市のボラ
ンティア活動をする余裕があり，経済的に困窮
していない人が研究対象であるという分析サン
プルの特性によることが考えられる。
　ソーシャルサポートやボランティアとしての
活動頻度と被援助志向性との関連についても，
男女で異なる傾向が認められた。「援助に対す
る欲求」に関しては，女性では「身近な他者」
について活動頻度と有意な関連の傾向が認めら
れたが，男性でその関連は認められなかった。
女性の身近な他者からの援助への欲求について
は，過去の援助行動が将来のそれらの行動を規
定することを明らかにした先行研究14）を支持す
るものであった。「援助に対する抵抗感」に関
しては，男性では「身近な他者」について活動
頻度と有意な関連の傾向が認められた。活動頻
度が高くなるほどに抵抗感が高くなることに加
え，情緒的なサポートの必要が生じた際にサ
ポート受領が可能と認識する対象の種類が多い
ほどに高い抵抗感をもつこと，情緒的なサポー
ト提供が可能と認識する対象の種類が多いほど
に抵抗感は低いことが示された。情緒的なサ
ポート提供が可能と認識する対象の種類の影響
は「公的な他者からの援助に対する抵抗感」で
も認められ，情緒的なサポートの必要が生じた

際にサポート受領が可能と認識する対象の種類
が多いほどに抵抗感は高いことが示された。本
研究ではパーソナリティについての分析を行っ
ていないが，援助行動を活発に行う人，サポー
トを受けることが可能な多様なサポートネット
ワークをもっていると認識する人，サポートの
提供が可能な多様なサポートネットワークを
もっていると認識する人は共通して，自尊心が
高いことが想定される。自尊心脅威モデル21）を
当てはめると，高齢男性が援助要請を自身の無
能さの反映と解釈した場合，自尊心を傷つけな
いために援助に対する抵抗感が高まったことが
考えられる。さらに，「身近な他者からの援助
に対する抵抗感」でのみサポート提供が可能な
多様なサポートネットワークをもっていると認
識することの影響が示されたことから，機能と
して援助行動を行う「公的な他者」にくらべ
「身近な他者」は男性高齢者にとって自尊心低
下への悪影響が大きい存在と想定される。一方
で女性は，「身近な他者」「公的な他者」の両方
で活動頻度との有意な関連の傾向が認められた。
併せて，情緒的なサポートの受領が可能と認識
する対象の種類も影響を与えていることが示さ
れた。この影響は男性と異なり，サポートを受
けることが可能な多様なサポートネットワーク
をもっていると認識することが抵抗感を低くし
ていた。ここにも男女で異なるパーソナリティ
の影響が想定され，自尊心や自己開示といった
要因を含めた分析が求められている。
　なお本研究で用いたデータは，制度化された
仕組みのなかで福祉分野のボランティア活動を
行う高齢者の被援助志向性を考えるうえでの意
義はあるものの，事例としては限定的であり，
援助行動としてのボランティア活動を行う都市
部の高齢者の結果として一般化するのは難しい。
また，本研究ではボランティア活動の頻度にの
み着目しているが，活動内容によって被援助志
向性に与える影響は異なることが考えられ，丁
寧な分析を行っていくことが求められている。
さらに，高橋ら13）が被援助志向性の低い群は行
政を援助要請先として選好的に選択することを
明らかにしていることからも，ソーシャルサ
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ポートを受けることや提供することが可能な相
手として選択される他者の関係別に分析を行っ
ていくことも，今後の研究課題として挙げられ
る。今後は，上記に示した限界や課題を考慮し
つつ，男女の違い，相反する感情が内在する人
を前提にして支援策を検討することが求められ
る。
　なお，本研究に用いたデータは，平成29年度
厚生労働省老人保健健康増進等事業（申請：一
般財団法人長寿社会開発センター国際長寿セン
ター）を受けて収集された。
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